
三春町町民農園開設促進事業補助金交付要綱

（目的）

第１条 この要綱は、農地所有者による町民農園の開設等に係る経費を支援し、町民

の農業への関心や理解の醸成並びに町内の耕作放棄地の拡大を抑制するため、三春

町町民農園開設促進事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、三春町補

助金等の交付に関する規則（平成１７年規則第５号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、必要な事項を定めることを目的とする。

（用語の定義）

第２条 この要綱において、「町民農園」とは、次の各号に定めるところによる。

（１）市民農園整備促進法（平成２年法律第４４号）により開設する農園

（２）特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律（平成元年法律第５８号）

に規定する特定農地貸付けの用に供される農地

（３）農地を所有している者が開設する農園利用方式による農園

（補助対象者）

第３条 この要綱に基づく補助金の交付対象となる者は、町内に農地を有し、所有す

る農地を町民農園として開設し、又は町民農園を拡張する者とする。

（町民農園の整備基準）

第４条 補助金の交付対象となる町民農園は、次の要件を満たすものとする。

（１）新規に町民農園を開設する場合には、１か所辺りの面積がおおむね５００平方

メートル以上であること。

（２）町民農園を拡張する場合には、拡張面積が１００平方メール以上であること。

（３）１区画の面積は、おおむね１０平方メートル以上であること。

（補助対象事業）

第５条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、町民農

園の利用上必要な施設の整備事業とする。

（補助対象経費）

第６条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、町民農園に附

帯して設置する農機具置場、休憩施設、便所等の施設の設置、利用者が共同で利用

する農機具等の設置、その他町民農園の開設等にあたって、町長が必要と認めた設

備等の設置に要する費用とする。

（補助金の額）

第７条 補助金の額は、予算の範囲内において、補助対象経費の総額の２分の１以内

とし、１事業あたり１０万円を上限とする。ただし、補助額に１，０００円未満の

端数があるときは、これを切り捨てた額とする。



（交付申請）

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」という。）は、三春町

町民農園開設促進事業補助金交付申請書（様式第１号）を町長に提出しなければな

らない。

（交付決定及び通知）

第９条 町長は、前条の規定に基づく補助金の交付申請があったときは、提出された

書類の内容を審査するとともに必要に応じて実態調査等を行い、補助金を交付すべ

きものと認めたときは、すみやかに、その交付決定をしなければならない。

２ 町長は、補助金の交付決定をしたときは、すみやかに規則第６条に定める補助金

等交付決定通知書（以下「交付決定通知書」という。）により申請者に通知しなけれ

ばならない。

（計画変更の承認等）

第１０条 補助金の計画変更（軽微な変更を除く。）の承認を受けようとする者は、三

春町町民農園開設促進事業補助金変更申請書（様式第２号）を町長に提出しなけれ

ばならない。

２ 町長は、前項の申請があったときは、その内容を調査し、当該申請が適当と認め

たときは、規則第９条に規定する補助事業等内容変更通知書により申請者に通知す

るものとする。

（概算払の請求）

第１１条 町長は、必要があると認めたときは、補助金を概算払により交付すること

ができる。この場合において、概算払により交付できる額は、交付決定通知書に記

載された交付決定額を上限とする。

２ 前項の規定により、概算払による補助金の交付を受けようとする交付申請者は、

三春町町民農園開設促進事業補助金概算払交付請求書（様式第３号）により、交付

決定通知書の写しを添えて、町長に請求しなければならない。

（実績報告）

第１２条 第６条の規定に基づく交付決定通知を受けた者（以下「交付決定者」とい

う。）は、交付決定のあった日の属する年度の３月３１日（同日が閉庁日の場合は、

その直前の開庁日）又は事業完了後１か月以内に、三春町町民農園開設促進事業補

助金実績報告書（様式第４号）を町長に提出し、補助事業の成果を報告しなければ

ならない。

（補助金の額の確定）

第１３条 町長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、その内容を審査する

とともに必要に応じて実態調査等を行い、交付対象事業の成果が第６条の規定に基

づく交付決定の内容及びこれに付した条件等に適合すると認めた場合には、交付す



べき補助金の額を確定し、規則第１４条に規定する補助金等交付額確定通知書によ

り交付決定者に通知するものとする。

（交付決定の取消し）

第１４条 町長は、交付申請者が規則１６条の各号に規定する事項及び次の各号のい

ずれかに該当すると認められるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り

消すことができる。

（１）虚偽その他不正の手段により補助金の交付の決定又は交付を受けたとき。

（２）補助金を他の用途に使用したとき。

２ 前項の規定は、前条の規定による補助金の額の確定があった後においても適用が

あるものとする。

３ 町長は、補助金の交付の決定を取消しをしたときは、すみやかに規則第１０条に

規定する補助金等取消通知書により交付決定者に通知しなければならない。

（補助金の返還）

第１５条 町長は前条の規定により補助金の交付の決定を取消した場合においては、

規則第１７条の規定により、補助金の返還を命じなければならない。

（補則）

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。

附 則

この要綱は、公布の日から施行し、令和５年４月１日から適用する。


